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はしがき 

 ここに、21 世紀の社会にふさわしい経済学の構想を、展開したいと思う。 

 経済学は、西洋での成立当初から、学問として成立しているかどうかの懸念はあった。19 世紀、

経済学は学問の体裁を整えるため、物理学の解析力学のわくぐみを借りて、数学的な形式を得た。

それが、20 世紀に入り、生産力の増大から需要不足による不況が発生するようになると、説明力も

なく、有効な対策を講じることもできないことが明らかになった。生産力不足が景気を悪くするの

は、常識の延長で考てもわかることである。ケインズは、需要不足も景気を悪くすることを指摘し、

新しい経済学の構築をめざした。 

 相対性理論に影響されて、ケインズはその経済学に『一般理論』（略称）という名前をつけた。し

かし、1946 年、経済学建設途中でケインズは倒れる。需要不足の経済学は未完成であった。ところ

が、ケインズの弟子は完成したものとして、いろいろ形式を整えることに専念する。ケインズ理論

の代表と思われているＩＳ－ＭＬ理論も、ケインズの嫌った実際の経済を単純化しすぎたモデルで

あった。これを考え出したヒックスは、1972 年にノーベル経済学賞（経済学賞は正式なノーベル賞

ではない）を受賞した講演で、自分はケインズの真意を見誤っていたことを告白する。しかし、受

賞理由はこの見誤っていた理論を含む一連の業績だった。ヒックスは、晩年、机上の空論から逃れ

るため、経済史の研究に打ち込む。 

 しかし、戦後の経済成長はケインズ経済学のおかげではなかったのか。ここからは、私の考であ
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る。ケインズ経済学はいろいろ政府が市場に介入すべきことを説くが、具体的なことはあまり述べ

ていない。そこで、政策担当者は実務家なので、具体的な政策は、今までの経験や、ケインズ経済

学のおかげではじまったマクロ経済統計を使って行う。古い経済学は、市場介入を嫌うものだった

ので、経済政策正当化のためだけのケインズ経済学だったのではないか。 

 この苦肉の策は、石油ショックでケインズ経済学の欠点を露呈することになる。失業率と物価が

同時に上昇しないはずが、共存してしまったのである。これをスタグフレーションと呼ぶ。新古典

派経済学（19 世紀型）がこれを説明したことになり復活した。新古典派経済学は、基本的に供給不

足の経済学なので、逆戻りである。1980 年代からは、アメリカのレーガン、イギリスのサッチャー、

日本の中曽根などが、この政策を取り入れ、格差拡大を助長した。アメリカは、これをレーガノミ

クスと称して忠実に実行し、経済が失速。それを日本に八つ当たりして、極端な円高マルク高ドル

安策（プラザ合意）を先進各国に実行させる。極端な円高に日銀が対応して、大規模な金融緩和に

踏み切った。それが、バブル経済の発生と対策の遅れに結び付く。1990 年代以降は、バブルの反動

で日本の長期不況が続く。その間の橋本改革、小泉改革も、供給不足対策だったので、逆効果で経

済は低迷。ついには、ＧＤＰが増えても給料は増えない事態になる。 

 この主流派経済学も、リーマンショックで理論的には破綻した。かわる経済学がないので生き延

びている。日本の戦争責任と同じで多くの経済学者が同罪なので、責任が追及できない。新古典派

経済学ではない経済学者は日本には結構いるので、加害責任は逃れたが、どうしたらいいかの処方

箋を出せない。当面の危機は、ケインズ経済学の応用で財政出動をして回避したが、次の処方箋が

ない。それはアベノミクスの混迷を見ても明らかである。アベノミクスは、経済学を無視して、思

いつく政策はみんな実行したので、主流派経済学よりはましで、少しは景気がよくなった。ところ

が、もっとも有効なはずの再分配がなかった。そろそろ副作用も目立ってきた。供給過剰なのに、

供給を増やす生産性向上や金融緩和に取り組むとは、恐れ入る。もっと恐れ入るのは、それが逆効

果であることを指摘する経済学者があまりいないことである。 

 金融緩和で需要不足対策は無理だという常識のあった前の日銀総裁、白川氏は、日銀定例の秋の

講演にＯＥＣＤのホワイト氏を呼んだ。その内容は、衝撃的であった。今回の危機で、経済学（新

古典派経済学）が当てにならないことが明らかになった。世界中の中央銀行の担当者は、大変困っ

たかというと、そのようなことはない。なぜなら、金融政策に役に立たない新古典派経済学を使っ

ている中央銀行は、どこにもないからである。ただし、実際に頼っていたケインズ経済学にも欠点

があり、これからまともな経済学の構築が急がれる。このような要旨であった。引用して見よう。 

 問題を起こす原因となった新古典派経済学やニューケインジアン経済学モデルをあげたあと、以

下のように述べている。 

「こうしたモデルを政策当局者が利用したことが、彼らの進むべき方向を誤らせ、現在の困難な状

況を招いたといいたいところではある。しかし、残念なことに、こうした現代の学術的理論が、多
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くの中央銀行の政策手段の使い方に大きな影響を与えたという証左は乏しい。高名な中央銀行高官、

かつ学者であるアラン・ブラインダーは、この点を説得的に記述している。むしろ、多くの政策当

局幹部は、依然として、応用ケインジアンモデルに依拠している。しかし、こうしたモデルもまた、

累積していく問題に対して、事前の警鐘を鳴らしえなかったことから、その本質的な欠陥も検討し

ていく必要がある。」（※1） 

（※1）日本銀行金融研究所『金融研究』第 29 巻第４号 (2010 年10 月発行) 

http://www.imes.boj.or.jp/research/papers/japanese/kk29-4-4.pdf 43-44 頁 

 結局、本格的需要不足をとらえる経済学は、まだ未完成だということである。実は、晩年のケイ

ンズは「人口減少の経済的帰結」（※2）で、本格的な需要不足経済を論じていた。ただし、それま

でにケインズが述べていた経済学との関係は述べていない。また、経済の理論になるまでに整理で

きているわけではない。これから有効な経済学を作り直すしかないのである。それにしても、今の

日本のデフレ不況のことを書いているかのように思えて来る。ご一読をすすめたい。 

（※2）『デフレ不況をいかに克服するか ケインズ 1930 年代評論集』 

 ケインズ，Ｊ．Ｍ著、松川周二編訳 文春学藝ライブラリー 2013 年 

 

 

第１章 経済学はどのような学問であるべきか 

１－１ 正解の形問題 

 改めて経済学をつくり直さなければいけないのであるが、経済学とはどのような形をとるべきで

あろうか。世の中には、素人で「私こそは新しい経済学を構築した」と有名な経済学者や評論家に

著書を送ってくる人が後を絶たないという。しかし、見るべくもなく、ごみ箱行きにするそうであ

る。 

 実は、経済学の正解の形が見えていないことが、最大の問題である。既存の経済学は欠点だらけ

なので、批判は簡単。結構するどい批判をする人も、じゃどうしたいらいいかというと行き詰まっ

てしまう。原因を探ってみよう。 

 経済学の目的や目標を変えようという論議を、よく見る。競争から共生とか、ＧＤＰから福祉総

合指標など。それはそのとおりだが、その前にマクロな経済のメカニズムがわかっていないと精神

論に終わってしまう。 

 新しい物価の理論ということで、いろいろな予測や説明をする人もいる。しかし、新古典派経済

学の基盤である一物一価を前提に議論をしている。価格分布を考慮しないと物価は分析できないと

思うが、そのような分析はあまり見かけない。新古典派経済学は、完全市場（均衡市場）という架

http://www.imes.boj.or.jp/research/papers/japanese/kk29-4-4.pdf
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空の市場を想定していて、一物一価はその重要な前提の一つである。マクロな一国経済学を考ると

きも、この完全市場を出発点にして積み上げる。現実の市場とのずれも、この完全市場の修正の形

を取るので限界がある。しかし、完全市場の前提をはずすと全経済体系の基盤を失うので、新古典

派経済学は崩壊してしまう。 

 それでアメリカの有力経済学術誌は、完全市場や均衡市場を基盤にもたないものは経済学ではな

いと規定して、投稿を受け付けないのだそうだ。京都大学のケインズ派で有名な研究者吉川洋先生

は、熱力学をモデルに新たな市場モデルに挑戦されている。アメリカの経済学術誌に投稿したとこ

ろ、これは経済学ではないということで門前払されたそうである。私は、分子運動は分子に記憶や

惰性がないので、そのままではうまく経済学に応用できないと考ているが、貴重な挑戦であると思

う。 

 

１－２ 資本主義社会だから？ 

 では、マルクス経済学はどうか。マルクス経済学は正しいことを結構言っているように見える。

しかし、仮定が結論を先取りしているので、理論的に導き出した結論のように見えて、その多くは

同義反復ではないか。新古典派経済学も動議反復が多いから、似ているのかも知れない。マルクス

経済学では、資本家や投資家は１円も報酬にあずかってはいけないという前提がある。しかし、現

実には投資家はなんらかの見返りを得る。それを搾取だと呼べば、資本主義経済は本質的に搾取だ

ということになる。資本主義でなくても、なんらかの投資や管理業務はある。それも搾取になる。 

 そもそも近代工業社会に、悪口として「資本主義」と名付けたのだから、言われた投資家も困惑

するだろう。近年資本（資金）が余っていて、投資のうまみがない時代になってきた。そのせいで

利子も低くなっている。借り手よりも貸し手が多すぎるからであるから、立派な市場原理の結果、

資本主義を駆逐しつつあるのである。 

 ところが、「資本主義なのだから投資家がもうからないのはおかしい」と投資家が言い出した。そ

れで、資本が余っているにもかかわらず、株式会社に向かって株主利益率をあげろと要求を始めた。

日本はまともな会社が残っているほうなので、それほど配当率が高くなかったのだが、欧米並みに

高くしないとおかしいという外国人投資家（つまりヘッジファインドなど）の要求に応じて、給料

を抑えて配当を増やし出した。何のことはない社会主義者がへんな名前をつけるから、資本の価値

が大きかった時代の現実を「主義」ととらえてしまった。資本の価値が低下した現在も不当に利益

を得る口実を与えてしまった。資本主義だから、資本がもうかるようにしないと、社会はうまく回

って行かないのだそうだ。 

 資本主義を批判する人は多い。ただし、資本主義の意味はバラバラである。何を批判しているの

か、批判している人の人数よりも、資本主義の解釈の数のほうが多いのではないか。同じ人間の中



                   『市民研通信』 第 44 号                    通巻 189 号 2018 年 3 月 

 

5 
 

 

でも一つに絞り切れない。ちなみに新古典派経済学を厳密に適用すると、資本主義ではないのだそ

うだ。なぜなら新古典派経済学では、固定資本は想定しない。ランニングコストとしか考ないので、

生産量は伸縮自在で完全市場を実現しないといけないから。これも同義反復である。 

 

 
◆次回予告◆ 

 では、どのような形の経済学をめざすべきか。いよいよ、本論に入ります。 

 


